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(57)【要約】
　本発明の実施例はチャネル測定と測定結果報告の方法
及び装置を提供する。該方法は、端末装置がキャリアの
チャネル測定結果を取得し、前記キャリアが前記端末装
置のセカンダリーキャリアとして構成されることができ
ることと、前記端末装置が、サービングセルがソースセ
ルからターゲットセルに変更される過程に、前記ターゲ
ットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測
定結果を送信することとを含む。これにより、キャリア
アグリゲーションをサポートする無線ネットワークにお
いて、端末装置のハンドオーバー又は再確立が発生する
場合、端末のユーザ体験を向上させることができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　チャネル測定と測定結果報告の方法であって、
　端末装置はキャリアのチャネル測定結果を取得し、前記キャリアが前記端末装置のセカ
ンダリーキャリアとして構成されることができることと、
　前記端末装置は、サービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に
、前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するこ
ととを含む、前記チャネル測定と測定結果報告の方法。
【請求項２】
　前記方法は、
　前記ソースセルに対応するソース基地局又は前記ターゲット基地局から送信された構成
情報を受信することと、
　前記構成情報に基づいて前記キャリアのチャネルを測定し、前記チャネル測定結果を取
得することとをさらに含むことを特徴とする
　請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記ソースセルに対応するソース基地局又は前記ターゲット基地局から送信された構成
情報を受信することは、
　前記ソース基地局又は前記ターゲット基地局から送信された無線リソース制御ＲＲＣ再
構成メッセージを受信することを含み、
　前記ＲＲＣ再構成メッセージは、前記構成情報を含むことを特徴とする
　請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント情報、測定トリガイベント
情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情報のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする
　請求項２又は３に記載の方法。
【請求項５】
　前記方法は、
　前記端末装置がサービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、
前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果の測定時間を示す測定時間情報を送信する
ことをさらに含むことを特徴とする
　請求項１～４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するこ
とは、
　前記ソース基地局へ前記チャネル測定結果を送信し、前記ソース基地局が前記チャネル
測定結果を前記ターゲット基地局に送信するようにすることを含むことを特徴とする
　請求項１～５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するこ
とは、
　前記ターゲット基地局へＲＲＣ再確立完了メッセージ又はＲＲＣハンドオーバー完了メ
ッセージを送信することを含み、前記ＲＲＣ再確立完了メッセージ又は前記ＲＲＣハンド
オーバー完了メッセージが前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項１～５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するこ
とは、
　前記ターゲット基地局へＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又はＲＲＣ再確立完了メッ
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セージを送信することを含み、前記ＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又は前記ＲＲＣ再
確立完了メッセージが前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項１～５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　チャネル測定と測定結果報告の方法であって、
　ターゲット基地局は、端末装置がサービングセルがソースセルから前記ターゲット基地
局に対応するターゲットセルに変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を
受信し、前記キャリアが前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることがで
きることと、
　前記チャネル測定結果に基づいて前記端末装置と通信することとを含む、前記チャネル
測定と測定結果報告の方法。
【請求項１０】
　前記方法は、
　前記端末装置へ構成情報を送信し、前記端末装置が前記構成情報に基づいて前記キャリ
アのチャネルを測定して前記チャネル測定結果を取得するようにすることをさらに含むこ
とを特徴とする
　請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記端末装置へ構成情報を送信することは、
　前記端末装置へ無線リソース制御ＲＲＣ再構成メッセージを送信することを含み、前記
ＲＲＣ再構成メッセージが前記構成情報を含むことを特徴とする
　請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント情報、測定トリガイベント
情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情報のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする
　請求項１０又は１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記方法は、
　前記端末装置がサービングセルがソースセルから前記ターゲット基地局に対応するター
ゲットセルに変更される過程に送信した、前記チャネル測定結果の測定時間を示す測定時
間情報を受信することをさらに含むことを特徴とする
　請求項９～１２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
　端末装置がサービングセルがソースセルから前記ターゲット基地局に対応するターゲッ
トセルに変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信することは、
　前記端末装置から送信されたＲＲＣ再構成完了メッセージ又はＲＲＣハンドオーバー完
了メッセージを受信することを含み、前記ＲＲＣ再構成完了メッセージ又は前記ＲＲＣハ
ンドオーバー完了メッセージが前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項９～１３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１５】
　端末装置がサービングセルがソースセルから前記ターゲット基地局に対応するターゲッ
トセルに変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信することは、
　前記端末装置から送信されたＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又はＲＲＣ再確立完了
メッセージを受信することを含み、前記ＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又は前記ＲＲ
Ｃ再確立完了メッセージが前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項９～１３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１６】
　チャネル測定と測定結果報告の方法であって、
　ソース基地局は、端末装置がサービングセルが前記ソース基地局に対応するソースセル
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からターゲットセルに変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信し、
前記キャリアが前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局側で前記端末装置のセカ
ンダリーキャリアとして構成されることができることと、
　前記ソース基地局は前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信することとを
含む、前記チャネル測定と測定結果報告の方法。
【請求項１７】
　前記方法は、
　前記端末装置へ構成情報を送信し、前記端末装置が前記構成情報に基づいて前記キャリ
アのチャネルを測定して前記チャネル測定結果を取得することをさらに含むことを特徴と
する
　請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記端末装置へ構成情報を送信することは、
　前記端末装置へ無線リソース制御ＲＲＣ再構成メッセージを送信することを含み、前記
ＲＲＣ再構成メッセージが前記構成情報を含むことを特徴とする
　請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント情報、測定トリガイベント
情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情報のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする
　請求項１７又は１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記方法は、
　前記ソース基地局が前記チャネル測定結果の測定時間を示すための測定時間情報を取得
することをさらに含み、
　前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信することは、
　前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果と前記測定時間情報を送信することを含
むことを特徴とする
　請求項１６～１９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２１】
　前記チャネル測定結果の測定時間を示すための測定時間情報を取得することは、
　前記端末装置がサービングセルが前記ソース基地局に対応するソースセルからターゲッ
トセルに変更される過程に送信した前記測定時間情報を受信することを含むことを特徴と
する
　請求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するこ
とは、
　前記ターゲット基地局へ端末コンテキスト情報を送信することを含み、前記端末コンテ
キスト情報が前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項１６～２１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２３】
　端末装置であって、
　端末装置がキャリアのチャネル測定結果を取得するように構成され、前記キャリアが前
記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることができる取得モジュールと、
　サービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、前記ターゲット
セルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するように構成される送
受信モジュールとを含む、前記端末装置。
【請求項２４】
　前記取得モジュールはさらに、
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　前記ソースセルに対応するソース基地局又は前記ターゲット基地局から送信された構成
情報を受信するように前記送受信モジュールを制御し、
　前記構成情報に基づいて前記キャリアのチャネルを測定して前記チャネル測定結果を取
得するように構成されることを特徴とする
　請求項２３に記載の端末装置。
【請求項２５】
　前記取得モジュールは具体的に、
　前記ソース基地局又は前記ターゲット基地局から送信された無線リソース制御ＲＲＣ再
構成メッセージを受信するように前記送受信モジュールを制御し、前記ＲＲＣ再構成メッ
セージが前記構成情報を含み、
　前記構成情報に基づいて前記キャリアのチャネルを測定し、前記チャネル測定結果を取
得するように構成されることを特徴とする
　請求項２４に記載の端末装置。
【請求項２６】
　前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント情報、測定トリガイベント
情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情報のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする
　請求項２４又は２５に記載の端末装置。
【請求項２７】
　前記送受信モジュールはさらに、
　サービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、前記ターゲット
基地局へ前記チャネル測定結果の測定時間を示す測定時間情報を送信するように構成され
ることを特徴とする
　請求項２３～２６のいずれか１項に記載の端末装置。
【請求項２８】
　前記送受信モジュールは具体的に、
　前記ソース基地局へ前記チャネル測定結果を送信し、前記ソース基地局が前記チャネル
測定結果を前記ターゲット基地局に送信するようにするように構成されることを特徴とす
る
　請求項２３～２７のいずれか１項に記載の端末装置。
【請求項２９】
　前記送受信モジュールは具体的に、
　前記ターゲット基地局へＲＲＣ再構成完了メッセージ又はＲＲＣハンドオーバー完了メ
ッセージを送信するように構成され、前記ＲＲＣ再構成完了メッセージ又は前記ＲＲＣハ
ンドオーバー完了メッセージが前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項２３～２８のいずれか１項に記載の端末装置。
【請求項３０】
　前記送受信モジュールは具体的に、
　前記ターゲット基地局へＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又はＲＲＣ再確立完了メッ
セージを送信するように構成され、前記ＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又は前記ＲＲ
Ｃ再確立完了メッセージが前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項２３～２８のいずれか１項に記載の前記端末装置。
【請求項３１】
　基地局であって、
　端末装置がサービングセルがソースセルから前記基地局に対応するターゲットセルに変
更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信するように構成され、前記キ
ャリアが前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることができる送受信モジ
ュールと、
　前記チャネル測定結果に基づいて前記端末装置と通信するように構成される通信モジュ
ールとを含む、前記基地局。
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【請求項３２】
　前記送受信モジュールはさらに、
　前記端末装置へ構成情報を送信し、前記端末装置が前記構成情報に基づいて前記キャリ
アのチャネルを測定して前記チャネル測定結果を取得するように構成されることを特徴と
する
　請求項３１に記載の基地局。
【請求項３３】
　前記送受信モジュールは具体的に、
　前記端末装置へ無線リソース制御ＲＲＣ再構成メッセージを送信するように構成され、
前記ＲＲＣ再構成メッセージが前記構成情報を含むことを特徴とする
　請求項３２に記載の基地局。
【請求項３４】
　前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント情報、測定トリガイベント
情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情報のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする
　請求項３２又は３３に記載の基地局。
【請求項３５】
　前記送受信モジュールは具体的に、
　前記端末装置がサービングセルがソースセルから前記基地局に対応するターゲットセル
に変更される過程に送信した、前記チャネル測定結果の測定時間を示す測定時間情報を受
信するように構成されることを特徴とする
　請求項３１～３４のいずれか１項に記載の基地局。
【請求項３６】
　前記送受信モジュールは具体的に、
　前記端末装置から送信されたＲＲＣ再構成完了メッセージ又はＲＲＣハンドオーバー完
了メッセージを受信するように構成され、前記ＲＲＣ再構成完了メッセージ又は前記ＲＲ
Ｃハンドオーバー完了メッセージが前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項３１～３５のいずれか１項に記載の基地局。
【請求項３７】
　前記送受信モジュールは具体的に、
　前記端末装置から送信されれたＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又はＲＲＣ再確立完
了メッセージを受信するように構成され、前記ＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又は前
記ＲＲＣ再確立完了メッセージが前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項３１～３５のいずれか１項に記載の基地局。
【請求項３８】
　基地局であって、
　端末装置がサービングセルが前記基地局に対応するソースセルからターゲットセルに変
更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信するように構成され、前記キ
ャリアが前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局側で前記端末装置のセカンダリ
ーキャリアとして構成されることができる受信モジュールと、
　前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するように構成される送信モジュ
ールとを含む、前記基地局。
【請求項３９】
　前記送信モジュールはさらに、
　前記端末装置へ構成情報を送信し、前記端末装置が前記構成情報に基づいて前記キャリ
アのチャネルを測定して前記チャネル測定結果を取得するようにするように構成されるこ
とを特徴とする
　請求項３８に記載の基地局。
【請求項４０】
　前記送信モジュールは具体的に、
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　前記端末装置へ無線リソース制御ＲＲＣ再構成メッセージを送信するように構成され、
前記ＲＲＣ再構成メッセージが前記構成情報を含むことを特徴とする
　請求項３９に記載の基地局。
【請求項４１】
　前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント情報、測定トリガイベント
情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情報のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする
　請求項３９又は４０に記載の基地局。
【請求項４２】
　前記基地局は、
　前記チャネル測定結果の測定時間を示すための測定時間情報を取得するように構成され
る処理モジュールをさらに含み、
　送信モジュールは具体的に、
　前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果と前記測定時間情報を送信するように構
成されることを特徴とする
　請求項３８～４１のいずれか１項に記載の基地局。
【請求項４３】
　前記処理モジュールは具体的に、
　前記端末装置がサービングセルが前記基地局に対応するソースセルからターゲットセル
に変更される過程に送信した前記測定時間情報を受信するように前記受信モジュールを制
御するように構成されることを特徴とする
　請求項４２に記載の基地局。
【請求項４４】
　前記送信モジュールは具体的に、
　前記ターゲット基地局へ端末コンテキスト情報を送信するように構成され、前記端末コ
ンテキスト情報が前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項３８～４３のいずれか１項に記載の基地局。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は通信分野に関し、具体的には、チャネル測定と測定結果報告の方法及び装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の無線セルラー通信システムにおいて、測定及び報告フローは接続状態にある端末
のハンドオーバーに対して非常に重要な役割を果たし、且つ対応する測定は、端末側が接
続状態にある無線リンクに問題が発生する時に適当なリンク再確立を行うことを支援する
ことができる。主な測定量は、基準信号品質（Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｒｅ
ｃｅｉｖｅｄ　Ｐｏｗｅｒ、「ＲＳＲＰ」と略称）、（Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａ
ｌ　Ｒｅｃｅｉｖｅｄ　Ｑｕａｌｉｔｙ、「ＲＳＲＱ」と略称）と受信信号強度インジケ
ータ（Ｒｅｃｅｉｖｅｄ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｔｒｅｎｇｔｈ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ、「Ｒ
ＳＳＩ」と略称）を含む。アイドル状態において、端末はシステム情報によって与えられ
た構成によって、現在のセル及び隣セルに対するＲＳＲＰとＲＳＲＱ測定結果に基づき、
現在のセルに滞在し続けるかどうか又は同じ周波数又は異なる周波数の隣セルに再選する
必要があるかどうかを判定し、この過程において端末が測定結果をネットワーク側に報告
する必要がない。接続状態において、端末はシステム専用シグナリング構成によって、イ
ベントトリガ又は周期的に報告される測定結果の報告を行い、ネットワーク側エンティテ
ィ（例えば基地局）は報告結果に基づいて移動状態における端末のハンドオーバー又はキ
ャリアアグリゲーション／二重接続の場合のセカンダリーキャリア／セルの追加又は削除
を行う。接続状態が再確立される場合、無線リンクに問題が発生するため、無線リンクは
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中断され、端末はセル選択フローに入り、あるセルを早速に選択してリンクの復元を試み
、この過程において、端末はセル選択基準に従ってＲＳＲＰ／ＲＳＲＱ測定を行うが、測
定結果をネットワークに報告せず、端末によって自主にセルを選択して再確立する。
【０００３】
　現在、無線セルラー通信システムにおいてより多くのキャリア、例えば３２個のキャリ
アを配置することにより、シングルユーザピークレートを増加し、ユーザ体験を向上させ
ることが考えられる。シングルキャリア配置帯域幅は２０ＭＨｚであるため、シングルユ
ーザに配置されたことができるキャリア帯域幅は合計で６４０ＭＨｚである。従来のシン
グルキャリア又はＲ１０キャリアアグリゲーションと比べ、シングルユーザに配置される
ことができる帯域幅はより大きく、ユーザが体験するピークレートもより大きく、これと
同時に、ユーザのハンドオーバー又は再確立が発生する場合、セカンダリーキャリアの有
効化／無効化によるデータレート損失はより明らかになる。
【０００４】
　従来の方式を採用する場合、端末が接続状態にあると、端末のハンドオーバー又は再確
立が発生する時に、端末は報告し、且つネットワークによって一つのプライマリーキャリ
アを選択してアクセスし、その後該プライマリーキャリアによって対応するセカンダリー
キャリアを追加する。しかし、この過程において、端末にサービングするキャリアの数は
最大３２個のキャリアから１個又は少数のキャリアに低くなり、この時に伝送制御プロト
コル（Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ、「ＴＣＰ」と略
称）が遅く起動することを引き起こし、端末ユーザの一部のサービスの体験に影響を与え
る可能性がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、キャリアアグリゲーションをサポートする無線ネットワークにおいて端末装
置のハンドオーバー又は再確立が発生する場合、端末のユーザ体験を向上させることがで
きる、チャネル測定と測定結果報告の方法及び装置を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　第一の態様によるチャネル測定と測定結果報告の方法は、端末装置がキャリアのチャネ
ル測定結果を取得し、前記キャリアが前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成さ
れることができることと、前記端末装置が、サービングセルがソースセルからターゲット
セルに変更される過程に、前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネ
ル測定結果を送信することとを含む。
【０００７】
　第二の態様によるチャネル測定と測定結果報告の方法は、ターゲット基地局が、端末装
置がサービングセルがソースセルから前記ターゲット基地局に対応するターゲットセルに
変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を、受信し、前記キャリアが前記
端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることができることと、前記チャネル測
定結果に基づいて前記端末装置と通信することとを含む。
【０００８】
　第三の態様によるチャネル測定と測定結果報告の方法は、ソース基地局が、前記端末が
サービングセルが前記ソース基地局に対応するソースセルからターゲットセルに変更され
る過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を、受信し、前記キャリアが前記ターゲッ
トセルに対応するターゲット基地局側で前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成
されることができることと、前記ソース基地局が前記ターゲット基地局へ前記チャネル測
定結果を送信することとを含む。
【０００９】
　第四の態様による端末装置は、キャリアのチャネル測定結果を取得するように構成され
、前記キャリアが前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることができる取
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得モジュールと、サービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、
前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するよう
に構成される送受信モジュールとを含む。
【００１０】
　第五の態様による基地局は、端末装置がサービングセルがソースセルから前記基地局に
対応するターゲットセルに変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信
するように構成され、前記キャリアが前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成さ
れることができる送受信モジュールと、前記チャネル測定結果に基づいて前記端末装置と
通信するように構成される通信モジュールとを含む。
【００１１】
　第六の態様による基地局は、端末装置がサービングセルが前記基地局に対応するソース
セルからターゲットセルに変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信
するように構成され、前記キャリアが前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局側
で前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることができる受信モジュールと
、前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するように構成される送信モジュ
ールとを含む。
【００１２】
　上記技術的特徴に基づき、本発明の実施例において提供されるチャネル測定と測定結果
報告の方法と装置では、接続状態にある端末装置は前記端末のセカンダリーキャリアとし
て構成されることができるキャリアのチャネル測定結果を取得し、且つサービングセルが
ソースセルからターゲットセルに変更される過程に、前記ターゲットセルに対応するター
ゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信する。これにより、キャリアアグリゲーショ
ンをサポートする無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオーバー又は再確立が発生
する場合、端末のユーザ体験を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の概略的なフローチャ
ートである。
【図２】本発明の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の別の概略的なフロー
チャートである。
【図３】本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の概略的なフロー
チャートである。
【図４】本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の概略的なフロー
チャートである。
【図５】本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の概略的なフロー
チャートである。
【図６】本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の別の概略的なフ
ローチャートである。
【図７】本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の概略的なフロー
チャートである。
【図８】本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の別の概略的なフ
ローチャートである。
【図９】本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の別の概略的なフ
ローチャートである。
【図１０】本発明の実施例による端末装置の概略的なブロック図。
【図１１】本発明の別実施例による端末装置の概略的なブロック図。
【図１２】本発明の実施例による基地局の概略的なブロック図。
【図１３】本発明の別実施例による基地局の概略的なブロック図。
【図１４】本発明の別実施例による基地局の概略的なブロック図。
【図１５】本発明の別の実施例による基地局の別の概略的なブロック図。
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【図１６】本発明の別の実施例による基地局の概略的なブロック図。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の実施例の技術的解決策をより明確に説明するために、以下に実施例又は従来技
術の記述のために必要な図面を簡単に説明するが、明らかに、以下に記載する図面は本発
明のいくつかの実施例だけであり、当業者であれば、創造的な労力を要することなく、こ
れらの図面に基づいて他の図面を得ることができる。
【００１５】
　以下に本発明の実施例における図面を組み合わせながら、本発明の実施例における技術
的解決策を明確で、全面的に説明し、明らかに、説明した実施例は本発明の一部の実施例
だけであり、全ての実施例ではない。本発明の実施例に基づき、当業者が創造的な労力を
要せずに得た他の実施例は、全て本発明の保護範囲に属する。
【００１６】
　理解すべきものとして、本発明の実施例における技術案は様々な通信システム、例えば
グローバル移動体通信（Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｏｍｍｕ
ｎｉｃａｔｉｏｎ、「ＧＳＭ」と略称）システム、符号分割多元接続（Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖ
ｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ、「ＣＤＭＡ」と略称）システム、広帯域
符号分割多元接続（Ｗｉｄｅｂａｎｄ　Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ
　Ａｃｃｅｓｓ、「ＷＣＤＭＡ」と略称」システム、長期進化型（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　
Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ、「ＬＴＥ」と略称）システム、ＬＴＥ周波数分割複信（Ｆｒｅｑｕ
ｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｄｕｐｌｅｘ、「ＦＤＤ」と略称）システム、ＬＴＥ時分
割複信（Ｔｉｍｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｄｕｐｌｅｘ、「ＴＤＤ」と略称）システム、ユ
ニバーサル移動通信システム（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕ
ｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ、「ＵＭＴＳ」と略称）、及び将来の５Ｇ通信システム
などに応用されることができる。
【００１７】
　理解すべきものとして、本発明の実施例において、端末装置（Ｔｅｒｍｉｎａｌ　Ｅｑ
ｕｉｐｍｅｎｔ）は、ユーザ装置、移動局（Ｍｏｂｉｌｅ　Ｓｔａｔｉｏｎ、「ＭＳ」と
略称）、移動端末（Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｒｍｉｎａｌ）などとも呼ばれてもよく、前記ユ
ーザ装置は無線アクセスネットワーク（Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋ、「
ＲＡＮ」と略称）を介して一つ又は複数のコアネットワークと通信することができ、例え
ば、ユーザ装置は携帯電話（又は「セルラー」電話と呼ばれる）、移動端末を備えたコン
ピュータなどであってもよく、携帯型、ポケット型、手持ち型、コンピュータ内蔵型又は
車載の移動装置、及び将来の５Ｇネットワークにおける端末装置又は将来の進化したＰＬ
ＭＮネットワークにおける端末装置などであってもよい。
【００１８】
　また、理解すべきものとして、本発明の実施例において、基地局はＧＳＭシステム又は
ＣＤＭＡにおける基地局（Ｂａｓｅ　Ｔｒａｎｓｃｅｉｖｅｒ　Ｓｔａｔｉｏｎ、「ＢＴ
Ｓ」と略称）であってもよいし、ＷＣＤＭＡシステムにおける基地局（ＮｏｄｅＢ、「Ｎ
Ｂ」と略称）であってもよいし、ＬＴＥシステムにおける進化型基地局（Ｅｖｏｌｕｔｉ
ｏｎａｌ　Ｎｏｄｅ　Ｂ、「ｅＮＢ」又は「ｅＮｏｄｅＢ」と略称）であってもよい。
【００１９】
　説明すべきものとして、本発明の実施例において、基地局と端末装置はいずれもライセ
ンス補助アクセス（Ｌｉｃｅｎｓｅ　Ａｓｓｉｓｔｅｄ　Ａｃｃｅｓｓ、「ＬＡＡ」と略
称）及びワイヤレスフィディリティー（ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｆｉｄｅｌｉｔｙ、「ＷｉＦ
ｉ」と略称）セカンダリーキャリアの追加、変更及び削除機能をサポートする可能性があ
る。
【００２０】
　図１は本発明の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の概略的なフローチャ
ートである。前記方法は端末装置によって実行されてもよく、図１に示すように、前記方
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法１００は、
　端末装置がキャリアのチャネル測定結果を取得し、前記キャリアが前記端末装置のセカ
ンダリーキャリアとして構成されることができるＳ１１０と、
　前記端末装置がサービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、
前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するＳ１
２０とを含む。
【００２１】
　そのため、本発明の実施例において、接続状態にある端末装置は前記端末装置のセカン
ダリーキャリアとして構成されることができるキャリアのチャネル測定結果を取得し、且
つサービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、前記ターゲット
セルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信する。これにより、キャ
リアアグリゲーションをサポートする無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオーバ
ー又は再確立が発生する場合、端末のユーザ体験を向上させることができる。
【００２２】
　説明すべきものとして、本発明の実施例において、ソースセルとターゲットセルは同じ
セルであってもよいし、異なるセルであってもよく、ソース基地局とターゲット基地局は
同じ基地局であってもよいし、異なる基地局であってもよく、本発明はこれに限定されな
い。
【００２３】
　また、Ｓ１１０において、前記キャリアは一般的な許可周波数帯であってもよいし、許
可不要な周波数帯であってもよく、その中、一般的な許可周波数帯は一つの特定のシステ
ム又は特定のオペレータに排他的に使用される周波数帯であり、一般的な許可周波数帯は
「許可周波数帯」又は「ライセンス周波数帯」と呼ばれてもよい。許可不要な周波数帯は
無料で公開され、且つ異なるシステムが共有することを許可する周波数帯であり、許可不
要な周波数帯は「アンライセンス周波数帯（Ｕｎｌｉｃｅｎｓｅｄ周波数帯、例えば２．
４ＧＨｚ周波数帯、５．８ＧＨｚ周波数帯）と呼ばれてもよい。しかしながら、本発明の
実施例の保護範囲はこの名称に限定されない。
【００２４】
　また、Ｓ１１０において、端末装置によって取得された前記チャネル測定結果は、端末
装置が自身のデフォルト構成情報に基づいてチャネル測定を行って取得したものであって
もよく、前記デフォルト構成情報は端末装置が自動的に記録した最後の構成であってもよ
い。また、端末装置によって取得された前記チャネル測定結果は、端末装置と基地局が無
線リソース制御（Ｒａｄｉｏ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ、「ＲＲＣ」と略称）
接続を確立する過程に、基地局から送信された構成情報に基づいてアイドル状態にある時
にチャネル測定を行って取得したものであってもよい。また、端末装置によって取得され
た前記チャネル測定結果は、端末装置が接続状態にある時に基地局から送信された構成情
報に基づいてチャネル測定を行って取得したものであってもよいが、本発明はこれに限定
されない。
【００２５】
　又は、端末装置によって取得された前記チャネル測定結果は、端末装置がセルハンドオ
ーバー又は接続状態再確立を実行する前にキャリアのチャネルを測定して保存したチャネ
ル測定結果であってもよいし、端末装置がセルハンドオーバー又は接続状態再確立を行う
過程においてキャリアのチャネルを測定して取得したチャネル測定結果であってもよい。
【００２６】
　また、図２に示すように、方法１００は、
　前記ソースセルに対応するソース基地局又は前記ターゲット基地局から送信された構成
情報を受信するＳ１３０と、
　前記構成情報に基づいて前記キャリアのチャネルを測定し、前記チャネル測定結果を取
得するＳ１４０とをさらに含む。
【００２７】
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　また、端末装置がセルハンドオーバーを行う場合にソース基地局から送信された、構成
情報を含むＲＲＣ再構成メッセージ又はソース基地局から転送された、構成情報を含むＲ
ＲＣ再構成メッセージを受信することができ、端末装置が接続状態再確立を行う前に、端
末装置はソース基地局から送信された、構成情報を含むＲＲＣ再構成メッセージを受信す
ることができる。しかし、本発明はこれに限定されなく、端末装置はさらに前記ソース基
地局又は前記ターゲット基地局から送信された、前記構成情報を含む他のメッセージを受
信することができる。
【００２８】
　また、Ｓ１３０において、前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント
情報、測定トリガイベント情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情
報のうちの少なくとも一つを含む。
【００２９】
　具体的には、端末装置は、前記構成情報における測定トリガイベント情報及び／又は測
定周期に基づいて、前記構成情報に示された周波数ポイントにおいて測定ウィンドウで測
定パラメータに対して対応する測定を行い、測定結果を記録し、端末装置は一回の測定を
完了した後、新しい測定結果を使用して元の測定結果をカバーすることができる。
【００３０】
　また、前記測定周期情報に示された測定周期は同じであってもよいし、異なってもよく
、且つ毎回の測定又は各測定周期に対応する測定ウィンドウは同じであってもよく、異な
ってもよい。即ち、各測定周期は一つの変化可能な測定ウィンドウを含むことができ、例
えば測定周期はサービスの優先順位又はチャネル負荷状況に応じて設定されてもよく、サ
ービスの優先順位が高い又は負荷が小さいと、測定周期は小さく設定されてもよく、サー
ビスの優先順位が低い又は負荷が大きいと、測定周期は大きく設定されてもよい。測定ウ
ィンドウは類似のルールに従って配置されてもよく、端末装置のこの前の測定結果状況が
明確であり、例えば受信信号強度インジケータ（Ｒｅｃｅｉｖｅｄ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｔ
ｒｅｎｇｔｈ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ、「ＲＳＳＩ」と略称）が閾値よりもはるかに高い又
は低い場合、端末装置は短い測定ウィンドウを使用することができ、端末装置のこの前の
測定結果状況が良くない場合、即ちチャネルが複雑であり、例えばＲＳＳＩが閾値に近い
と、測定ウィンドウは対応する拡張を行うことができ、例えば測定ウィンドウは線形又は
指数で拡張することができる。
【００３１】
　また、前記測定パラメータ情報は、基準信号電力（Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ
　Ｒｅｃｅｉｖｉｎｇ　Ｐｏｗｅｒ、「ＲＳＲＰ」と略称）、基準信号品質（Ｒｅｆｅｒ
ｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｒｅｃｅｉｖｉｎｇ　Ｑｕａｌｉｔｙ、「ＲＳＲＱ」と略称）
と受信信号強度インジケータＲＳＳＩのうちの少なくとも一つを含む。しかし、本発明は
これに限定されない。
【００３２】
　本発明の実施例において、端末装置は前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果の
測定時間を示す測定時間情報を送信することができ、例えば、端末装置は前記ターゲット
基地局へチャネル測定結果を送信しながら前記ターゲット基地局へ前記測定時間情報を送
信してもよいし、前記測定結果と前記測定時間情報を異なる情報に付けて送信してもよく
、本発明はこれに限定されない。
【００３３】
　また、Ｓ１２０は具体的に前記端末装置がサービングセルがソースセルからターゲット
セルに変更される過程に、前記ソース基地局へ前記チャネル測定結果を送信し、前記ソー
ス基地局が前記チャネル測定結果を前記ターゲット基地局に送信するようにする。
【００３４】
　即ち、端末装置はまずチャネル測定結果をソース基地局に報告することができ、ソース
基地局は前記チャネル測定結果を前記ターゲット基地局に送信する。端末装置がセルハン
ドオーバーを行う場合、前記ソース基地局は前記チャネル測定結果を端末コンテキスト情
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報に付けて前記ターゲット基地局に送信してもよいし、前記ソース基地局は受信された前
記チャネル測定結果を独立した情報として前記ターゲット基地局に直接に送信してもよい
。端末装置が接続状態再確立を行う場合、ソース基地局は前記チャネル測定結果を端末コ
ンテキスト情報として記憶することができ、端末装置による再確立が成功した場合、ター
ゲット基地局へ前記端末コンテキスト情報を送信する。
【００３５】
　また、Ｓ１２０は具体的に前記端末装置がサービングセルがソースセルからターゲット
セルに変更される過程に、前記ターゲット基地局へＲＲＣ再構成完了メッセージ又はＲＲ
Ｃハンドオーバー完了メッセージを送信することであってもよく、前記ＲＲＣ再構成完了
メッセージ又はＲＲＣハンドオーバー完了メッセージが前記チャネル測定結果を含む。
【００３６】
　さらに、前記ＲＲＣ再構成完了メッセージ又は前記ＲＲＣハンドオーバー完了メッセー
ジは前記測定時間情報を含むことができる。
【００３７】
　又は、また、前記ＲＲＣ再構成完了メッセージ又は前記ＲＲＣハンドオーバー完了メッ
セージは、前記チャネル測定結果ではなく、前記端末装置に前記チャネル測定結果が保存
されたことを示す指示情報を含むことができ、前記ターゲット基地局が前記指示情報を読
み取った後、測定結果報告を行うように前記端末装置に指示する測定結果報告指示情報を
前記端末装置へ送信し、前記端末装置は前記測定結果報告指示情報を受信した後、前記チ
ャネル測定結果を前記ターゲット基地局に送信する。
【００３８】
　また、Ｓ１２０は具体的に前記端末装置がサービングセルがソースセルからターゲット
セルに変更される過程に、前記ターゲット基地局へＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又
はＲＲＣ再確立完了メッセージを送信することであってもよく、前記ＲＲＣ再確立リクエ
ストメッセージ又は前記ＲＲＣ再確立完了メッセージは前記チャネル測定結果を含む。
【００３９】
　さらに、前記ＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又は前記ＲＲＣ再確立完了メッセージ
は前記測定時間情報をさらに含む。
【００４０】
　又は、前記ＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又は前記ＲＲＣ再確立完了メッセージは
、前記チャネル測定結果ではなく、前記端末に前記チャネル測定結果が保存されたことを
示す指示情報を含むことができ、前記ターゲット基地局が前記指示情報を読み取った後、
測定結果報告を行うように前記端末装置に指示する測定結果報告指示情報を前記端末装置
へ送信し、前記端末装置が前記測定結果報告指示情報を受信した後、前記チャネル測定結
果を前記ターゲット基地局に送信することであってもよい。
【００４１】
　以下に具体的な実施例を組み合わせながら本発明の実施例による無線通信方法を詳しく
説明し、注意すべきものとして、これらの例は当業者が本発明の実施例をより良く理解す
ることを助けるためのものだけであり、本発明の実施例の範囲を制限しない。
【００４２】
　図３は本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の概略的なフロー
チャートであり、図３に示すように、前記方法２００は以下のステップを含む。
【００４３】
　Ｓ２０１において、ソース基地局ｅＮＢ又はターゲットｅＮＢは接続状態にある端末装
置ＵＥへキャリア測定配置情報を送信し、
　前記キャリア測定配置情報は、キャリアのチャネルの周波数ポイント情報、測定トリガ
イベント情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情報などの情報を含
むことができる。
【００４４】
　Ｓ２０２において、ＵＥは前記キャリア測定配置情報に基づいてキャリアのチャネルを
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測定してチャネル測定結果を取得し、且つ報告条件を有するかどうかを判定し、
　Ｓ２０３、ＵＥは報告条件を有すると判定した場合、ソースｅＮＢへ前記チャネル測定
結果を送信し、
　Ｓ２０４において、ソースｅＮＢは前記測定結果をターゲットｅＮＢに送信し、
　具体的には、Ｓ２０４において、ソース基地局は前記チャネル測定結果を独立した情報
としてターゲットｅＮＢに直接転送してもよいし、ソース基地局は前記チャネル測定結果
を端末コンテキスト情報に付けてターゲットｅＮＢに送信してもよい。ソース基地局は前
記チャネル測定結果を示す測定時間情報をターゲットｅＮＢに送信してもよい。
【００４５】
　又は、Ｓ２０２においてＵＥが報告条件を有しないと判定した場合、以下のステップを
行う。
【００４６】
　Ｓ２０５において、ＵＥは前記チャネル測定結果を保存し、
　Ｓ２０６において、ＵＥはターゲットｅＮＢへ前記チャネル測定結果又は前記ＵＥに前
記チャネル測定結果が保存されたことを示す再構成完了情報（ハンドオーバー完了メッセ
ージ）を送信する。
【００４７】
　図４は本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の概略的なフロー
チャートであり、図４に示すように、前記方法３００は以下のステップを含む。
【００４８】
　Ｓ３０１において、ソース基地局ｅＮＢは接続状態にある端末装置ＵＥへキャリア測定
配置情報を送信し、
　Ｓ３０２において、ＵＥは前記キャリア測定配置情報に基づいてキャリアのチャネルを
測定してチャネル測定結果を取得し、且つ報告条件を有するかどうかを判定し、
　Ｓ３０３、ＵＥは報告条件を有すると判定した場合、ソースｅＮＢへ前記チャネル測定
結果を送信し、
　Ｓ３０４において、ソースｅＮＢが前記チャネル測定結果を保存し、
　Ｓ３０５において、前記ＵＥの再確立が成功した場合、ソースｅＮＢは前記測定結果を
ターゲットｅＮＢに送信し、
　具体的には、Ｓ３０５において、ソース基地局は前記チャネル測定結果を端末コンテキ
スト情報に付けてターゲットｅＮＢに送信することができる。ソース基地局は前記チャネ
ル測定結果を示す測定時間情報をターゲットｅＮＢに送信してもよい。
【００４９】
　又は、Ｓ３０２においてＵＥが報告条件を有しないと判定した場合、以下のステップを
行う。
【００５０】
　Ｓ３０６において、ＵＥは前記チャネル測定結果を保存し、
　Ｓ３０７において、ＵＥはターゲットｅＮＢへ前記チャネル測定結果又は前記ＵＥに前
記チャネル測定結果が保存されたことを示す再構成リクエストメッセージ又は再確立完了
メッセージを送信する。
【００５１】
　理解すべきものとして、方法３００におけるメッセージに含まれる情報は、方法２００
における関連するメッセージに含まれる情報と同じであってもよく、簡単にするために、
ここでは説明を省略する。
【００５２】
　そのため、本発明の実施例において、接続状態にある端末装置は、前記端末装置のセカ
ンダリーキャリアとして構成されることができるキャリアのチャネル測定結果を取得し、
且つサービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、前記ターゲッ
トセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信する。これにより、キ
ャリアアグリゲーションをサポートする無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオー
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バー又は再確立が発生する場合、端末のユーザ体験を向上させることができる。
【００５３】
　以上に図１～図４を組み合わせて端末装置側から本発明の実施例によるチャネル測定と
測定結果報告の方法を説明し、以下に図５～図９を組み合わせて基地局側から本発明の別
の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法を説明し、理解すべきものとして、端
末装置側から説明された基地局と端末装置のインタラクション及び関連特性、機能などは
基地局側からの説明に対応し、簡単にするために、適切に繰り返し説明を省略する。
【００５４】
　図５は本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の概略的なフロー
チャートであり、該方法は基地局によって実行されてもよく、図５に示すように、前記方
法４００は、
　ターゲット基地局は端末装置がサービングセルがソースセルから前記ターゲット基地局
に対応するターゲットセルに変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受
信し、前記キャリアが前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることができ
るＳ４１０と、
　前記チャネル測定結果に基づいて前記端末と通信するＳ４２０とを含む。
【００５５】
　そのため、本発明の実施例において、ターゲット基地局は、端末装置がサービングセル
がソースセルから前記ターゲット基地局に対応するターゲットセルに変更される過程に送
信した、前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることができるキャリアの
チャネル測定結果を受信することができる。これにより、キャリアアグリゲーションをサ
ポートする無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオーバー又は再確立が発生する場
合、端末装置のユーザ体験を向上させることができる。
【００５６】
　また、図６に示すように、該方法４００は、
　前記端末装置へ構成情報を送信し、前記端末装置が前記構成情報に基づいて前記キャリ
アのチャネルを測定して前記チャネル測定結果を取得するようにするＳ４３０をさらに含
む。
【００５７】
　また、Ｓ４３０は具体的に前記端末装置へ無線リソース制御ＲＲＣ再構成メッセージを
送信することであってもよく、前記再構成メッセージが前記構成情報を含む。
【００５８】
　また、Ｓ４３０において、前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント
情報、測定トリガイベント情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情
報のうちの少なくとも一つを含む。
【００５９】
　本発明の実施例において、また、ターゲット基地局は前記端末装置がサービングセルが
ソースセルから前記ターゲット基地局に対応するターゲットセルに変更される過程に送信
した、前記チャネル測定結果の測定時間を示す測定時間情報を受信することができる。
【００６０】
　また、Ｓ４１０は具体的に前記端末装置から送信されたＲＲＣ再構成完了メッセージ又
はＲＲＣハンドオーバー完了メッセージを受信することであり、前記ＲＲＣ再構成完了メ
ッセージ又は前記ＲＲＣハンドオーバー完了メッセージが前記チャネル測定結果を含む。
【００６１】
　また、Ｓ４１０は具体的に前記端末装置から送信されたＲＲＣ再確立リクエストメッセ
ージ又はＲＲＣ再確立完了メッセージを受信することであり、前記ＲＲＣ再確立リクエス
トメッセージ又は前記ＲＲＣ再確立完了メッセージが前記チャネル測定結果を含む。
【００６２】
　そのため、本発明の実施例において、ターゲット基地局は端末装置がサービングセルが
ソースセルから前記ターゲット基地局に対応するターゲットセルに変更される過程に送信
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した、前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることができるキャリアのチ
ャネル測定結果を受信することができる。これにより、キャリアアグリゲーションをサポ
ートする無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオーバー又は再確立が発生する場合
、端末のユーザ体験を向上させることができる。
【００６３】
　図７は本発明の別の実施例によるチャネル測定と測定結果報告の方法の概略的なフロー
チャートであり、該方法は基地局によって実行されてもよく、図７に示すように、前記方
法５００は、
　ソース基地局が、端末装置がサービングセルが前記ソース基地局に対応するソースセル
からターゲットセルに変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信し、
前記キャリアが前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局側で前記端末装置のセカ
ンダリーキャリアとして構成されることができるＳ５１０と、
　前記ソース基地局が前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するＳ５２０
とを含む。
【００６４】
　そのため、本発明の実施例において、ソース基地局は端末装置がサービングセルが前記
ソース基地局に対応するソースセルからターゲットセルに変更される過程に送信した、前
記ターゲットセルに対応するターゲット基地局側で前記端末のセカンダリーキャリアとし
て構成されることができるキャリアのチャネル測定結果を受信し、且つ前記チャネル測定
結果を前記ターゲット基地局に送信する。これにより、キャリアアグリゲーションをサポ
ートする無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオーバー又は再確立が発生する場合
、端末のユーザ体験を向上させることができる。
【００６５】
　また、図８に示すように、前記方法５００は、
　前記端末装置へ構成情報を送信し、前記端末装置が前記構成情報に基づいて前記キャリ
アのチャネルを測定して前記チャネル測定結果を取得するようにするＳ５３０をさらに含
む。
【００６６】
　また、Ｓ５３０は具体的に前記端末装置へ無線リソース制御ＲＲＣ再構成メッセージを
送信することであってもよく、前記ＲＲＣ再構成メッセージが前記構成情報を含む。
【００６７】
　また、Ｓ５３０において、前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント
情報、測定トリガイベント情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情
報のうちの少なくとも一つを含む。
【００６８】
　本発明の実施例において、また、図９に示すように、前記方法５００は、
　前記ソース基地局が前記チャネル測定結果の測定時間を示すための測定時間情報を取得
するＳ５４０をさらに含み、
　これに対応して、Ｓ５２０は具体的に前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果と
前記測定時間情報を送信することである。
【００６９】
　また、Ｓ５４０において、ソース基地局は前記端末装置から送信された前記チャネル測
定結果の時間に基づき、前記チャネル測定結果の測定時間を示す測定時間情報を確定する
ことができる。受信された前記端末から送信された測定時間に基づき、前記チャネル測定
結果の測定時間を示すための測定時間情報を確定することもできる。
【００７０】
　また、Ｓ５４０は具体的に前記端末装置がサービングセルが前記ソース基地局に対応す
るソースセルからターゲットセルに変更される過程に送信した前記測定時間情報を受信す
ることである。
【００７１】
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　また、Ｓ５２０は具体的に前記ターゲット基地局へ端末コンテキスト情報を送信するこ
とであり、前記端末コンテキスト情報が前記チャネル測定結果を含む。
【００７２】
　そのため、本発明の実施例において、ソース基地局は端末装置がサービングセルが前記
ソース基地局に対応するソースセルからターゲットセルに変更される過程に送信した、前
記ターゲットセルに対応するターゲット基地局側で前記端末装置のセカンダリーキャリア
として構成されることができるキャリアのチャネル測定結果を受信し、且つ前記チャネル
測定結果を前記ターゲット基地局に送信する。これにより、キャリアアグリゲーションを
サポートする無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオーバー又は再確立が発生する
場合、端末のユーザ体験を向上させることができる。
【００７３】
　以下に図１０を参照し本発明の実施例の端末装置を詳しく説明し、図１０に示すように
、該端末装置１０は、
　端末装置がキャリアのチャネル測定結果を取得するように構成され、前記キャリアが前
記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることができる取得モジュール１１と
、
　サービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、前記ターゲット
セルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するように構成される送
受信モジュール１２とを含む。
【００７４】
　そのため、本発明の実施例において、接続状態にある端末装置は前記端末装置のセカン
ダリーキャリアとして構成されることができるキャリアのチャネル測定結果を取得し、且
つサービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、前記ターゲット
セルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信する。これにより、キャ
リアアグリゲーションをサポートする無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオーバ
ー又は再確立が発生する場合、端末のユーザ体験を向上させることができる。
【００７５】
　本発明の実施例において、また、前記取得モジュール１１はさらに前記ソースセルに対
応するソース基地局又は前記ターゲット基地局から送信された構成情報を受信するように
前記送受信モジュール１２を制御し、前記構成情報に基づいて前記キャリアのチャネルを
測定し、前記チャネル測定結果を取得するように構成される。
【００７６】
　本発明の実施例において、また、前記取得モジュール１１は具体的に前記ソース基地局
又は前記ターゲット基地局から送信された無線リソース制御ＲＲＣ再構成メッセージを受
信するように前記送受信モジュールを制御し、前記ＲＲＣ再構成メッセージが前記構成情
報を含み、前記構成情報に基づいて前記キャリアのチャネルを測定し、前記チャネル測定
結果を取得するように構成される。
【００７７】
　本発明の実施例において、また、前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポ
イント情報、測定トリガイベント情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィン
ドウ情報のうちの少なくとも一つを含む。
【００７８】
　本発明の実施例において、また、前記送受信モジュール１２はさらにサービングセルが
ソースセルからターゲットセルに変更される過程に、前記ターゲット基地局へ前記チャネ
ル測定結果の測定時間を示す測定時間情報を送信するように構成される。
【００７９】
　本発明の実施例において、また、前記送受信モジュール１２は具体的に前記ソース基地
局へ前記チャネル測定結果を送信し、前記ソース基地局が前記チャネル測定結果を前記タ
ーゲット基地局に送信するようにするように構成される。
【００８０】
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　本発明の実施例において、また、前記送受信モジュール１２は具体的に前記ターゲット
基地局へＲＲＣ再構成完了メッセージ又はＲＲＣハンドオーバー完了メッセージを送信す
るように構成され、前記ＲＲＣ再構成完了メッセージ又は前記ＲＲＣハンドオーバー完了
メッセージが前記チャネル測定結果を含む。
【００８１】
　本発明の実施例において、また、前記送受信モジュール１２は具体的に前記ターゲット
基地局へＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又はＲＲＣ再確立完了メッセージを送信する
ように構成され、前記ＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又は前記ＲＲＣ再確立完了メッ
セージが前記チャネル測定結果を含む。
【００８２】
　そのため、本発明の実施例において、接続状態にある端末装置は前記端末装置のセカン
ダリーキャリアとして構成されることができるキャリアのチャネル測定結果を取得し、且
つサービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、前記ターゲット
セルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信する。これにより、キャ
リアアグリゲーションをサポートする無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオーバ
ー又は再確立が発生する場合、端末のユーザ体験を向上させることができる。
【００８３】
　理解すべきものとして、本発明の実施例による端末装置１０は本発明の実施例における
ブロック確認通信メカニズムの確立を実行する方法１００に対応することができ、且つ端
末装置１０における各モジュールの上記と他の操作及び／又は機能はそれぞれ図１と図２
における各方法の対応するフローを実現することに用いられ、簡単にするために、ここで
は説明を省略する。
【００８４】
　注意すべきものとして、本発明の実施例において、取得モジュール１１はプロセッサに
よって実現されてもよく、送受信モジュール１２は受信機と送信機によって実現されても
よい。図１１に示すように、端末装置１００はプロセッサ１０１、受信機１０２、送信機
１０３とメモリ１０４を含むことができる。その中、メモリ１０４はプロセッサ１０１で
実行されるコードなどを記憶するように構成されることができる。
【００８５】
　端末装置１００における各部材はバスシステム１０５を介して結合され、バスシステム
１０５はデータバスに加えて、電源バス、制御バスと状態信号バスを含む。
【００８６】
　理解すべきものとして、本発明の実施例による端末装置１００は本発明の実施例におけ
る端末装置１０に対応でき、本発明の実施例による方法の実行のための対応する本体に対
応でき、且つ端末装置１００における各モジュールの上記と他の操作及び／又は機能はそ
れぞれ図１と図２における各方法の対応するプロセスを実現することに用いられ、簡単に
するために、ここでは説明を省略する。
【００８７】
　以下に図１２を組み合わせて本発明の実施例の基地局を詳しく説明し、図１２に示すよ
うに、基地局２０は、
　端末装置がサービングセルがソースセルから前記基地局に対応するターゲットセルに変
更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信するように構成され、前記キ
ャリアが前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることができる送受信モジ
ュール２１と、
　前記チャネル測定結果に基づいて前記端末装置と通信するように構成される通信モジュ
ール２２とを含む。
【００８８】
　そのため、本発明の実施例において、基地局は端末装置がサービングセルがソースセル
から前記基地局に対応するターゲットセルに変更される過程に送信した、前記端末装置の
セカンダリーキャリアとして構成されることができるキャリアのチャネル測定結果を受信
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することができる。これにより、キャリアアグリゲーションをサポートする無線ネットワ
ークにおいて端末装置のハンドオーバー又は再確立が発生する場合、端末装置のユーザ体
験を向上させることができる
　本発明の実施例において、また、前記送受信モジュール２１はさらに前記端末装置へ構
成情報を送信し、前記端末装置が前記構成情報に基づいて前記キャリアのチャネルを測定
して前記チャネル測定結果を取得するようにように構成される。
【００８９】
　本発明の実施例において、また、前記送受信モジュール２１は具体的に前記端末装置へ
無線リソース制御ＲＲＣ再構成メッセージを送信するように構成され、前記ＲＲＣ再構成
メッセージが前記構成情報を含む。
【００９０】
　本発明の実施例において、また、前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポ
イント情報、測定トリガイベント情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィン
ドウ情報のうちの少なくとも一つを含む。
【００９１】
　本発明の実施例において、また、前記送受信モジュール２１は具体的に前記端末装置が
サービングセルがソースセルから前記基地局に対応するターゲットセルに変更される過程
に送信した、前記チャネル測定結果の測定時間を示す測定時間情報を受信するように構成
される。
【００９２】
　本発明の実施例において、また、前記送受信モジュール２１は具体的に前記端末装置か
ら送信されたＲＲＣ再構成完了メッセージ又はＲＲＣハンドオーバー完了メッセージを受
信するように構成され、前記ＲＲＣ再構成完了メッセージ又は前記ＲＲＣハンドオーバー
完了メッセージが前記チャネル測定結果を含む。
【００９３】
　本発明の実施例において、また、前記送受信モジュール２１は具体的に前記端末装置か
ら送信されたＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又はＲＲＣ再確立完了メッセージを受信
するように構成され、前記ＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又は前記ＲＲＣ再確立完了
メッセージが前記チャネル測定結果を含む。
【００９４】
　そのため、本発明の実施例において、基地局は端末装置がサービングセルがソースセル
から前記基地局に対応するターゲットセルに変更される過程に送信した、前記端末装置の
セカンダリーキャリアとして構成されることができるキャリアのチャネル測定結果を受信
することができる。これにより、キャリアアグリゲーションをサポートする無線ネットワ
ークにおいて端末装置のハンドオーバー及び再確立が発生する場合、端末のユーザ体験を
向上させることができる。
【００９５】
　理解すべきものとして、本発明の実施例による基地局２０は本発明の実施例におけるチ
ャネル測定と測定結果報告を実行する方法４００に対応でき、且つ基地局２０における各
モジュールの上記と他の操作及び／又は機能はそれぞれ図５と図６における各方法の対応
するフローを実現することに用いられ、簡単にするために、ここでは説明を省略する。
【００９６】
　注意すべきものとして、本発明の実施例において、送受信モジュール２１は受信機と送
信機によって実現されてもよい。通信モジュール２２はプロセッサによって実現されても
よく、図１３に示すように、基地局２００はプロセッサ２０１、受信機２０２、送信機２
０３とメモリ２０４を含むことができる。その中、メモリ２０４はプロセッサ２０１で実
行されるコードなどを記憶するように構成されることができる。
【００９７】
　基地局２００における各部材はバスシステム２０５を介して結合され、バスシステム２
０５はデータバスに加えて、電源バス、制御バスと状態信号バスを含む。
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【００９８】
　理解すべきものとして、本発明の実施例による基地局２００は本発明の実施例における
基地局２０に対応でき、本発明の実施例の方法の実行のための対応する本体に対応でき、
且つ基地局２００における各モジュールの上記と他の操作及び／又は機能はそれぞれ図５
と図６における各方法の対応するフローを実現することに用いられ、簡単にするために、
ここで説明を省略する。
【００９９】
　以下に図１４を参照し本発明の実施例の基地局を詳しく説明し、図１４に示すように、
基地局３０は、
　端末装置がサービングセルが前記基地局に対応するソースセルからターゲットセルに変
更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信するように構成され、前記キ
ャリアが前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局側で前記端末装置のセカンダリ
ーキャリアとして構成されることができる受信モジュール３１と、
　前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するように構成される送信モジュ
ール３２とを含む。
【０１００】
　そのため、本発明の実施例において、基地局は端末装置がサービングセルが前記基地局
に対応するソースセルからターゲットセルに変更される過程に送信した、前記ターゲット
セルに対応するターゲット基地局側で前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成さ
れることができるキャリアのチャネル測定結果を受信し、且つ前記チャネル測定結果を前
記ターゲット基地局に送信する。これにより、キャリアアグリゲーションをサポートする
無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオーバー又は再確立が発生する場合、端末の
ユーザ体験を向上させることができる。
【０１０１】
　本発明の実施例において、また、前記送信モジュール３２はさらに、前記端末装置へ構
成情報を送信し、前記端末装置が前記構成情報に基づいて前記キャリアのチャネルを測定
して前記チャネル測定結果を取得するように構成される。
【０１０２】
　本発明の実施例において、また、前記送信モジュール３２は具体的に前記端末装置へ無
線リソース制御ＲＲＣ再構成メッセージを送信するように構成され、前記ＲＲＣ再構成メ
ッセージが前記構成情報を含む。
【０１０３】
　本発明の実施例において、また、前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポ
イント情報、測定イベントトリガ情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィン
ドウ情報のうちの少なくとも一つを含む。
【０１０４】
　本発明の実施例において、また、図１５に示すように、前記基地局３０は、
　前記チャネル測定結果の測定時間を示すための測定時間情報を取得するように構成され
る処理モジュール３３をさらに含み、
　ここで、送信モジュール３２は具体的に前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果
と前記測定時間情報を送信するように構成される。
【０１０５】
　本発明の実施例において、また、前記処理モジュール３３は具体的に前記端末装置がサ
ービングセルが前記基地局に対応するソースセルからターゲットセルに変更される過程に
送信した前記測定時間情報を受信するように前記受信モジュール３１を制御することに用
いれる。
【０１０６】
　本発明の実施例において、また、前記送信モジュール３２は具体的に前記ターゲット基
地局へ端末コンテキスト情報を送信するように構成され、前記端末コンテキスト情報が前
記チャネル測定結果を含む。
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【０１０７】
　そのため、本発明の実施例において、基地局は端末装置がサービングセルが前記基地局
に対応するソースセルからターゲットセルに変更される過程に送信した、前記ターゲット
セルに対応するターゲット基地局側で前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成さ
れることができるキャリアのチャネル測定結果を受信し、且つ前記チャネル測定結果を前
記ターゲット基地局に送信する。これにより、キャリアアグリゲーションをサポートする
無線ネットワークにおいて端末装置のハンドオーバー又は再確立が発生する場合、端末の
ユーザ体験を向上させることができる。
【０１０８】
　注意すべきものとして、本発明の実施例において、受信モジュール３１は受信機によっ
て実現されてもよく、送信モジュール３２は送信機によって実現されてもよく、処理モジ
ュール３３はプロセッサによって実現されてもよく、図１６に示すように、基地局３００
はプロセッサ３０１、受信機３０２、送信機３０３とメモリ３０４を含むことができる。
その中、メモリ３０４はプロセッサ３０１で実行されるコードなどを記憶するように構成
されることができる。
【０１０９】
　基地局３００における各部材はバスシステム３０５を介して結合され、バスシステム３
０５はデータバスに加えて、電源バス、制御バスと状態信号バスを含む。
【０１１０】
　理解すべきものとして、本発明の実施例による基地局３００は本発明の実施例における
基地局３０に対応でき、本発明の実施例による方法の実行のための対応する本体に対応で
き、且つ基地局３００における各モジュールの上記と他の操作及び／又は機能は図７～図
９における各方法の対応するフローを実現することに用いられ、簡単するために、ここで
は説明を省略する。
【０１１１】
　理解すべきものとして、明細書全体を通じて言及された「一つの実施例」又は「一実施
例」は実施例に関連する特定特徴、構造又は特性が本発明の少なくとも一つの実施例に含
まれることを意味する。そのため、明細書全体の各々の箇所に出現する「一つの実施例に
おいて」又は「一実施例において」は必ずしも同じ実施例を指しない。また、これらの特
定の特徴、構造又は特性は任意の適切な方式で一つ又は複数の実施例に組み合わせられて
もよい。
【０１１２】
　本発明の各実施例において、理解すべきものとして、上記の各プロセスの番号の大きさ
は実行順番を意味しなく、各プロセスの実行順番はその機能と内部論理で確定されるべき
であり、本発明の実施例の実施プロセスに対していかなる限定を構成するべきではない。
【０１１３】
　また、本明細書における用語「システム」と「ネットワーク」は本明細書において多く
の場合で相互に使用されてもよい。理解すべきものとして、本明細書における用語「及び
／又は」は関連オブジェクトを記述する関連関係だけであり、３種類の関係があり得るこ
とを表し、例えばＡ及び／又はＢは、Ａが単独で存在すること、ＡとＢが同時に存在する
こと、Ｂが単独で存在することの３種類の状況を表すことができる。また、本明細書にお
ける文字「／」は一般的に前後関連オブジェクトが「又は」の関係であることを表す。
【０１１４】
　本出願が提供する実施例において、理解すべきものとして、「Ａに対するＢ」はＢがＡ
に関連付けられ、Ａに基づいてＢを確定することができることを表す。しかし、理解すべ
きものとして、Ａに基づいてＢを確定することはＡのみに基づいてＢを確定することを意
味しなく、Ａ及び／又は他の情報に基づいてＢを確定してもよい。
【０１１５】
　当業者であれば、本明細書に開示された実施例に記載の各例のユニット及びアルゴリズ
ムステップが電子ハードウェア、コンピュータソフトウェア又は両者の組み合わせで実現
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、上記の説明において機能に従って各例の構成及びステップを一般的に記述する。これら
の機能はハードウェア又はソフトウェアで実行されるかは、技術的解決策の特定応用と設
計制約条件に依存する。専門技術者は各特定のアプリケーションに対して異なる方法を使
用して説明された機能を実現することができるが、このような実現は本発明の範囲を超え
ると考えられるべきではない。
【０１１６】
　当業者は、説明の便宜および簡略化のために、上述したシステム、装置とユニットの具
体的な動作プロセスについて上記方法の実施例における対応するプロセスを参照できるた
ため、ここでは説明を省略することを明確に理解することができる。
【０１１７】
　本出願が提供するいくつかの実施例において、理解すべきものとして、開示されたシス
テム、装置と方法は他の方式で実現されてもよい。例えば、上述した装置の実施例は例示
的だけであり、例えば前記ユニットの区分は論理機能的区分だけであり、実際に実施する
時に他の区分方式もあり得て、例えば複数のユニットまたは部材は組み合わせられてもよ
いまたは別のシステムに統合されてもよく、又はいくつかの特徴は無視されてもよく、又
は実行されなくてもよい。また、示されるまたは議論される相互結合又は直接結合又は通
信接続はいくつかのインターフェース、装置又はユニットを介する間接的結合又は通信接
続であってもよく、電気的、機械的又は他の形態であってもよい。
【０１１８】
　分離部材として説明された前記ユニットは物理的に分離するものであってもよくまたは
物理的に分離するものでなくてもよく、ユニットとして表示された部材は物理的ユニット
であってもよくまたは物理的ユニットでなくてもよく、即ち一つの箇所に位置してもよく
、又は複数のネットワークユニットに分布してもよい。実際のニーズに応じてその中の一
部または全てのユニットを選択して本実施例の解決策の目的を達成することができる。
【０１１９】
　また、本発明の各実施例における各機能ユニットは一つの処理ユニットに統合されても
よく、個々のユニットは単独で物理的に存在してもよく、二つまたは二つ以上のユニット
は一つのユニットに統合されてもよい。
【０１２０】
　統合されたユニットはソフトウェア機能ユニットの形態で実現され且つ独立した製品と
して販売または使用される場合，一つのコンピュータ読み取り可能な記憶媒体に格納され
てもよい。このような理解に基づき，本発明の技術的解決策は本質的にソフトウェア製品
の形態で実現されてもよく、又は従来技術に貢献する部分又は該技術的解決策の部分がソ
フトウェア製品の形態で実現されてもよく、該コンピュータソフトウェア製品は一台のコ
ンピュータ装置（パーソナルコンピュータ、サーバ、又はネットワーク装置などあっても
よい）に本発明の各実施例に記載の方法の全部又は一部のステップを実行させるためのい
くつかのコマンドを含む記憶媒体に記憶される。前記記憶媒体はＵディスク、モバイルハ
ードディスク、読み出し専用メモリ（Ｒｅａｄ－Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ、「ＲＯＭ」略
称）、ランダムアクセスメモリ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ、「ＲＡＭ
」略称）、磁気ディスク又は光ディスク等のプログラムコードを記憶できる各種の媒体を
含む。
【０１２１】
　以上は、本発明の最適的な実施例に過ぎなく、本発明を制限せず、本分野の当業者に対
して、本発明が各種類の変更と変化がある。本発明の主旨精神と原則以内に、いかなる改
修、同等入れ替わり、改良等が、本発明の保護範囲以内に含まれるべきである。
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【手続補正書】
【提出日】平成30年3月13日(2018.3.13)
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　チャネル測定と測定結果報告の方法であって、
　端末装置はキャリアのチャネル測定結果を取得し、前記キャリアが前記端末装置のセカ
ンダリーキャリアとして構成されることができることと、
　前記端末装置は、サービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に
、前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するこ
ととを含む、前記チャネル測定と測定結果報告の方法。
【請求項２】
　前記方法は、
　前記ソースセルに対応するソース基地局又は前記ターゲット基地局から送信された構成
情報を受信することと、
　前記チャネル測定結果を取得することとをさらに含み、
　前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント情報、測定トリガイベント
情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情報のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする
　請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記方法は、
　前記端末装置がサービングセルがソースセルからターゲットセルに変更される過程に、
前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果の測定時間を示す測定時間情報を送信する
ことをさらに含むことを特徴とする
　請求項１～２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項４】
　前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するこ
とは、
　前記ソース基地局へ前記チャネル測定結果を送信し、前記ソース基地局が前記チャネル
測定結果を前記ターゲット基地局に送信するようにすることを含むことを特徴とする
　請求項１～３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
　前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するこ
とは、
　前記ターゲット基地局へＲＲＣ再確立完了メッセージ又はＲＲＣハンドオーバー完了メ
ッセージを送信することを含み、前記ＲＲＣ再確立完了メッセージ又は前記ＲＲＣハンド
オーバー完了メッセージが前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項１～３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信するこ
とは、
　前記ターゲット基地局へＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又はＲＲＣ再確立完了メッ
セージを送信することを含み、前記ＲＲＣ再確立リクエストメッセージ又は前記ＲＲＣ再
確立完了メッセージが前記チャネル測定結果を含むことを特徴とする
　請求項１～３のいずれか１項に記載の方法。
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【請求項７】
　チャネル測定と測定結果報告の方法であって、
　ターゲット基地局は、端末装置がサービングセルがソースセルから前記ターゲット基地
局に対応するターゲットセルに変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を
受信し、前記キャリアが前記端末装置のセカンダリーキャリアとして構成されることがで
きることと、
　前記チャネル測定結果に基づいて前記端末装置と通信することとを含む、前記チャネル
測定と測定結果報告の方法。
【請求項８】
　前記方法は、
　前記端末装置へ構成情報を送信し、前記端末装置が前記構成情報に基づいて前記キャリ
アのチャネルを測定して前記チャネル測定結果を取得するようにすることをさらに含み、
　前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント情報、測定トリガイベント
情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情報のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする
　請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　チャネル測定と測定結果報告の方法であって、
　ソース基地局は、端末装置がサービングセルが前記ソース基地局に対応するソースセル
からターゲットセルに変更される過程に送信したキャリアのチャネル測定結果を受信し、
前記キャリアが前記ターゲットセルに対応するターゲット基地局側で前記端末装置のセカ
ンダリーキャリアとして構成されることができることと、
　前記ソース基地局は前記ターゲット基地局へ前記チャネル測定結果を送信することとを
含む、前記チャネル測定と測定結果報告の方法。
【請求項１０】
　前記方法は、
　前記端末装置へ構成情報を送信し、前記端末装置が前記構成情報に基づいて前記キャリ
アのチャネルを測定して前記チャネル測定結果を取得することをさらに含み、
　前記構成情報は、前記キャリアのチャネルの周波数ポイント情報、測定トリガイベント
情報、測定パラメータ情報、測定周期情報と測定ウィンドウ情報のうちの少なくとも一つ
を含むことを特徴とする
　請求項９に記載の方法。
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UA,UG,US
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